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Ⅱ 令和４年度１１月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

コロナ禍における原油価格・物価高騰等への対応として、経営環境が特に悪化している事業者へ

の応援金の給付などを行うほか、新型コロナウイルス感染症の拡大防止や県政の課題等へ対応する

ために必要な事業について計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 
（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３０５，１８３ １５，８７９ １，３２１，０６２ 

特別会計 ４６４，１１５ － ４６４，１１５ 

企業会計 １２５，４４２ － １２５，４４２ 

合 計 １，８９４，７４０ １５，８７９ １，９１０，６１９ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模           （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 １９０，８９９ １５，４７５ ２０６，３７４ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 
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３ 主な事業                            （単位：百万円） 

注）事業名の後ろに ※ を付したものは新型コロナウイルス感染症対策予算  

（１）コロナ禍における原油価格・物価高騰等対策            １２，２２１ 

 新 事業継続臨時応援金 ※                       １，７８０ 

（コロナ禍や物価高騰の影響により経営環境が特に悪化している事業者への応援金の給付） 

・ 中小企業融資資金貸付金 ※          【融資枠３０，０００】１０，０００ 

（中小企業の新たなビジネスモデルへの転換及び脱炭素化に資する設備導入を支援するための融資枠の拡充） 

新 土地改良区省エネルギー化促進事業 ※                  ３４６ 

（省エネ化に取り組む土地改良区に対し農業水利施設の電気料金高騰分の一部を補助） 

新 新型コロナウイルス対応医療機関等物価高騰応援金 ※            ９５ 

（発熱外来等感染症対応に取り組む医療機関等に対する応援金の給付） 

 

（２）感染拡大防止策と医療提供体制の整備等               ３，２５４ 

・ 感染症予防医療法施行事業 ※                     ３，１２２ 

（感染拡大に備えた宿泊療養施設の借上期間の延長及び外来医療費の公費負担の増等） 

新 産科医療機関院内感染防止対策事業 ※                  １３２ 

（新型コロナウイルスに感染した妊産婦の入院受入体制整備のための設備整備等の補助） 

 

（３）県政の課題等への対応                         ７７ 

新 Ｇ７内務・安全担当大臣会合準備事業                    １０ 

（２０２３年Ｇ７内務・安全担当大臣会合の開催に向けた準備） 

・ わくわく茨城生活実現事業                         ６７ 

（東京圏から本県への移住者の増加に伴う移住支援金の増） 

 

（４）その他                               ３２７ 

・ 県税に係る過誤納還付金等関連事業                    ３２７ 

（法人事業税の大口還付が生じたことに伴う県税過誤納還付金等の増） 

 

４ 債務負担行為 

１２件 

（工事請負契約１件、利子補給１件、損失補償１件、指定管理施設の管理運営のための協定に係るもの９件） 
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３９８，１１３  －  ３９８，１１３  

地 方 消 費 税 清 算 金 １３０，３２０  －  １３０，３２０  

地 方 譲 与 税 ５３，１６２  －  ５３，１６２  

地 方 特 例 交 付 金 ２，１００  －  ２，１００  

地 方 交 付 税 １９６，７３２  －  １９６，７３２  

交通安全対策特別交付金 ７５４  －  ７５４  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１１５  －  ８，１１５  

使 用 料 及 び 手 数 料 １６，１８１  －  １６，１８１  

国 庫 支 出 金 ２２３，９４９  ４，９８７  ２２８，９３６  

財 産 収 入 ２，３３８  －  ２，３３８  

寄 附 金 １１４  －  １１４  

繰 入 金 ２３，１６０  －  ２３，１６０  

繰 越 金 ６，５７６  ８９２  ７，４６８  

諸 収 入 １４５，２９１  １０，０００  １５５，２９１  

県 債 ９８，２７８  －  ９８，２７８  

計 １，３０５，１８３  １５，８７９  １，３２１，０６２  
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 ６ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，７０４  －  １，７０４  

総 務 費 ３８，４５５  ３３７  ３８，７９２  

企 画 開 発 費 １１，１０９  ６７  １１，１７６  

生 活 環 境 費 １７，０４０  －  １７，０４０  

保 健 福 祉 費 ３０４，６９３  ３，３４９  ３０８，０４２  

労 働 費 ２，６４６  －  ２，６４６  

農 林 水 産 業 費 ４３，０６９  ３４６  ４３，４１５  

商 工 費 １５１，３３０  １１，７８０  １６３，１１０  

土 木 費 １０１，５５５  －  １０１，５５５  

警 察 費 ６２，３１６  －  ６２，３１６  

教 育 費 ２６２，９７７  －  ２６２，９７７  

災 害 復 旧 費 ８３１  －  ８３１  

公 債 費 １４６，０２６  －  １４６，０２６  

諸 支 出 金 １５９，４３２  －  １５９，４３２  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３０５，１８３  １５，８７９  １，３２１，０６２  
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Ⅲ 債務負担行為一覧 
 

［一般会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

茨 城 県 立 あ す 

な ろ の 郷 建 設 

工 事 請 負 契 約 

茨城県立あすなろの郷セーフティネット棟

建設に係る工事請負契約を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
10,950,788千円 

那珂湊漁港駐車場の 

管理運営に係る協定 

那珂湊漁港駐車場の管理運営に係る協定を

株式会社暁恒産と締結する。 

自 令和５年度 

至 令和９年度 
77,000千円 

那珂湊漁港水門の 

管理運営に係る協定 

那珂湊漁港水門の管理運営に係る協定を那

珂湊漁業協同組合と締結する。 

自 令和５年度 

至 令和９年度 
143,440千円 

大 子 広 域 公 園 の 

管理運営に係る協定 

大子広域公園の管理運営に係る協定を大子

町と締結する。 

自 令和５年度 

至 令和９年度 
177,645千円 

鹿島灘海浜公園の 

管理運営に係る協定 

鹿島灘海浜公園の管理運営に係る協定を鉾

田市と締結する。 

自 令和５年度 

至 令和９年度 
91,190千円 

北 浦 川 緑 地 の 

管理運営に係る協定 

北浦川緑地の管理運営に係る協定を取手市

と締結する。 

自 令和５年度 

至 令和７年度 
32,742千円 

港 公 園 の 

管理運営に係る協定 

港公園の管理運営に係る協定を神栖市と締

結する。 

自 令和５年度 

至 令和７年度 
57,483千円 

笠間芸術の森公園の 

管理運営に係る協定 

笠間芸術の森公園の管理運営に係る協定を

笠間市と締結する。 
令和５年度 63,676千円 

県 西 総 合 公 園 の 

管理運営に係る協定 

県西総合公園の管理運営に係る協定を筑西

広域市町村圏事務組合と締結する。 
令和５年度 34,004千円 

赤 塚 公 園 の 

管理運営に係る協定 

赤塚公園の管理運営に係る協定を橋本造園

土木株式会社と締結する。 
令和５年度 33,000千円 
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（変 更 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

新分野進出等支援 

融 資 損 失 補 償 

変

更

前 

新分野進出等支援融資制度及び小規模

企業支援融資制度に基づき、茨城県信用保

証協会が保証した債務によって損失が生

じたときは、県がその損失を補償する旨の

契約を当該協会と締結する。 

自 令和４年度 

至 令和19年度 
286,000千円 

変

更

後 

同  上 同  上 857,000千円 

新型コロナウイルス 

感染症対策利子補給 

変

更

前 

茨城県新型コロナウイルス感染症対策

利子補給金交付要項に基づき、金融機関が

中小企業者に対し、令和４年度において資

金を貸し付けたときは、県は当該中小企業

者に対し利子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和７年度 
687,423千円 

変

更

後 

同  上 
自 令和５年度 

至 令和８年度 
2,609,667千円 
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Ⅳ 条例その他の議案の概要 

議   案 内    容 

（総務課、行政経営課、財政課） 

 個人情報の保護に関する法律

等の一部改正に伴う関係条例の

整備に関する条例 

 

 個人情報の保護に関する法律

等の一部改正に伴い、関係条例

を一括整備しようとするもので

ある。 

改正の内容 

 

１ 個人情報の保護に関する法律において全国的な共通ルールが

規定されたことに伴う規定の整備 

 (1) 個人情報の定義、開示請求手続等に係る規定の削除等 

 (2) 開示決定等の期限（原則 15 日以内）及び同期限の特例

（45 日以内に処理できない場合の措置）について規定 

 (3) 開示請求に係る実費相当額の徴収について規定 

 

２ 行政機関等匿名加工情報の提供制度の導入に伴い、行政機関

等匿名加工情報の利用に係る手数料の新設 

  行政機関等匿名加工情報利用手数料 

21,000 円＋行政機関等匿名加工情報の作成に要する時間

１時間までごとに 3,950 円 外 

 ※ 行政機関等匿名加工情報：行政機関等が保有する個人情報

を、特定の個人を識別することができないように加工し、か

つ、当該個人情報を復元できないようにした情報 

 

３ その他所要の改正 

 

（参考）改正条例（４条例） 

  ・茨城県行政組織条例 

  ・茨城県情報公開条例 

  ・茨城県手数料徴収条例 

  ・茨城県個人情報の保護に関する条例 

 

                 （施行日 令和５年４月１日） 

（人事課） 
 職員の給与に関する条例等の
一部を改正する条例 
 
 人事委員会の勧告に伴い、職
員の給料月額を改定する等、所
要の改正をしようとするもので
ある。 
 

 

改正の内容 
 
１ 月例給の引上げ 
   若年層の給料表の引上げ 平均＋0.21％ 
 
２ 期末・勤勉手当の引上げ 
   年間支給月数 4.3 月分 → 4.4月分（一般職） 
          3.25月分 → 3.3月分（特別職） 
                            

                  （施行日 公布の日外）  
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議   案 内    容 

（人事課） 

 職員の退職手当に関する条例
の一部を改正する条例 
 
 国家公務員退職手当法の運用
方針等の一部改正を踏まえ、所
要の改正をしようとするもので
ある。 

改正の内容 
 
非常勤職員に対して退職手当を支給する要件のうち、１月間の

勤務日数について、国家公務員の取扱いに準じて緩和するもの 
 18 日以上 
→18日（１月間の勤務を要する日数が20日に満たない場合は、 
 18 日から 20 日と当該日数との差を減じた日数）以上 

                         
                  （施行日 公布の日） 

（財政課、女性活躍・県民協働課） 
 茨城県手数料徴収条例の一部
を改正する条例 
 
旅券法等の一部改正に伴い、

所要の改正をしようとするもの
である。 
 

改正の内容 
 
１ 旅券発行後、申請者が６か月以内に当該旅券を受領せず、当
該旅券がその効力を失った場合において、申請者が失効後５年
以内に再度一般旅券の発給を申請した場合における手数料の新
設 

  ・一般旅券発給手数料 4,000 円 
 
２ 旅券の査証欄の増補の廃止に伴う手数料の廃止 
  ・一般旅券査証欄増補手数料 500 円 
 
３ 引用条項の移動 
 

（施行日 令和５年３月 27 日） 

（市町村課） 
 茨城県知事の権限に属する事
務の処理の特例に関する条例の
一部を改正する条例 
 
 市町村の希望により事務処理
の権限を移譲すること等に伴
い、所要の改正をしようとする
ものである。 

改正の内容 
 
  移譲する事務（12の法令に係る事務）及び市町村 
 （主なもの） 
 ・特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人設立の認

証等（行方市） 
 ・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律に基づく市町村設置の幼保連携型認定こども園
に対する立入検査等（常陸大宮市） 
 
               （施行日 令和５年４月１日外） 
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議   案 内    容 

（廃棄物規制課） 
 茨城県土砂等による土地の埋
立て等の規制に関する条例の一
部を改正する条例 
 
 土砂等による土地の埋立て等
の適正化を推進し、生活環境の
保全及び災害の防止を図るた
め、所要の改正をしようとする
ものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

改正の内容 
 
１ 小規模の埋立て等に係る届出制度の創設 

小規模の埋立て等に関する情報を把握し、必要な指導を行う
ことを可能とするため、市町村条例対象外の埋立て等を行う者
に対して、新たに県への届出を義務付け 

 ※市町村条例対象外：5,000 ㎡未満の埋立て等は各市町村の条
例で規制しているが、小規模の埋立て等（300 ㎡未満等）は
各市町村の判断で許可の対象外としている。 

 
２ 書面の交付・携帯義務の創設 
  不適正と疑われる事案を発見した際、現地で許可等の手続き
を経たものであるか等を直ちに確認できるようにするため、埋
立て等を行う者、土砂等を発生させる者及び土砂等を搬入する
者に対しての書面交付並びに土砂等の搬入時の書面携帯を義務
付け 

   
３ 埋立て等に同意した地権者等への義務付け及び勧告・措置命
令の創設 

  地権者等が関与していると考えられる不適正な事案にも対処
できるようにするため、埋立て等に同意した地権者等に対し、
土地の管理責任を踏まえた埋立て等の施工状況の確認等を義務
付け 
義務を怠った者に勧告し、勧告に従わない場合には土砂等の

除去その他必要な措置を命令 
 
４ 条例の規定に違反した者等の公表制度の創設 
  土砂等を発生させる者による埋立て等を行う者等の適正な選
定に資するため、条例に違反した者の氏名等を公表 

 
５ 土砂等搬入禁止区域の指定制度の創設 
  土砂等を搬入する者を特定できないまま不適正な事案が継続
することによる人の生命・財産等を害するおそれを防止するた
め、土砂等搬入禁止区域を指定し、同区域への土砂等の搬入を
禁止 

 
６ 罰則（主なもの） 
  ６月以下の懲役又は 50万円以下の罰金 
  ・無届埋立て等 
  ・同意した地権者等への措置命令違反 
  ・土砂等搬入禁止区域への搬入 
  ・埋立て等を行う者に対する埋立て等停止命令違反 
  ・搬入者に対する搬入中止命令違反 
 
７ その他所要の改正 

 
（施行日 令和５年６月１日）  
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